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1.  22年1月期の連結業績（平成21年2月1日～平成22年1月31日） 

(注)21年１月期(平成20年２月１日～平成21年１月31日)は、20年１月期（平成19年４月１日～平成20年１月31日（決算期の変更））とは対象期間が異なって
いるため、対前年増減率は記載しておりません。 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年1月期 49,763 △18.6 △199 ― △73 ― △2,297 ―

21年1月期 61,154 ― 740 ― 697 ― △1,327 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年1月期 △92.88 ― △23.7 △0.3 △0.4

21年1月期 △53.63 ― △11.4 2.5 1.2

（参考） 持分法投資損益 22年1月期  ―百万円 21年1月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年1月期 27,015 8,588 31.8 347.11
21年1月期 26,705 10,832 40.5 437.37

（参考） 自己資本   22年1月期  8,586百万円 21年1月期  10,822百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

22年1月期 △2,954 △2,781 3,335 4,221
21年1月期 2,571 △561 △209 6,621

2.  配当の状況 

※期末の配当予想額は未定です。 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年1月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

22年1月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

23年1月期 
（予想）

― 0.00 ― ― ― ―

3.  23年1月期の連結業績予想（平成22年2月1日～平成23年1月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

24,500 △1.4 380 ― 380 ― 205 ― 8.29

通期 48,500 △2.5 830 ― 850 ― 560 ― 22.64
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注) 詳細は、17ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、22ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年1月期 24,832,857株 21年1月期 24,832,857株

② 期末自己株式数 22年1月期  95,405株 21年1月期  87,640株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年1月期の個別業績（平成21年2月1日～平成22年1月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年1月期 42,152 △20.5 △444 ― △272 ― △2,475 ―

21年1月期 53,039 ― 547 ― 576 ― △1,316 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年1月期 △100.08 ―

21年1月期 △53.19 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年1月期 25,715 7,863 30.6 317.88
21年1月期 28,112 10,279 36.6 415.42

（参考） 自己資本 22年1月期  7,863百万円 21年1月期  10,279百万円

2.  23年1月期の個別業績予想（平成22年2月1日～平成23年1月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、３ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
・平成23年１月期の配当予想につきましては、今後業績動向を見極めつつ検討することとしており、現時点で未定であります。配当予想額の開示が可能と
なった時点で速やかに開示いたします。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

21,000 △2.0 255 ― 345 ― 220 ― 8.89

通期 41,000 △2.7 500 ― 640 ― 470 ― 19.00
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当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の景気対策や新興国市場における需要拡大などにより

一部の業種において回復基調で推移しましたが、雇用情勢の悪化などの影響により内需型企業を中心

に依然として厳しい状況で推移しました。 

 当ディスプレイ業界の事業環境につきましては、長引く個人消費の低迷を背景に小売業の店舗投資

は抑制傾向にあり、また、業績回復局面にある企業群においても設備投資及び販促関連投資に対して

は依然として慎重な姿勢を維持しているなど、総じて非常に厳しい状況が続いております。 

 このような状況のもと当グループは、収益構造の改善を図り、利益体質を構築するために、希望退

職者の募集の実施を含め人件費、経費の削減に取り組んでまいりました。 

 しかしながら、市場環境の悪化による需要低迷の影響を受け、当連結会計年度の売上高は商業施設

分野を中心に低調に推移しました。利益面におきましても、人件費、経費の削減が一定の効果をもた

らしたものの、売上高の減少を補うには至らず低調に推移しました。 

 また、希望退職者の募集等に伴う特別退職金12億73百万円を特別損失に計上し、繰延税金資産の取

崩しによる法人税等調整額６億48百万円を計上いたしました。 

 この結果、当連結会計年度の売上高は497億63百万円（前連結会計年度比18.6％減）となり、営業

損失は１億99百万円（前連結会計年度 営業利益７億40百万円）、経常損失は73百万円（前連結会計

年度 経常利益６億97百万円）、当期純損失は22億97百万円（前連結会計年度 当期純損失13億27百

万円）となりました。 

 なお、当連結会計年度の受注高は504億６百万円となりました。 

 セグメント別の概況は、次のとおりです。  

商業施設分野では、大型店市場において「ヴィーナスフォート」及び「ＬＡＯＸ」の改装工事を手

掛けましたが、受注競争の厳しさに加えて、百貨店等の大型施設の投資抑制の影響及び飲食業や小売

業の店舗改装や出店が減少し、売上は低調に推移しました。この結果、商業施設分野の売上高は266

億58百万円（前連結会計年度比25.9％減）、営業利益は14億24百万円（前連結会計年度比47.3％減）

となりました。 

恒久展示施設分野では、博物館市場における「壱岐市一支国博物館」の展示工事、ショールーム市

場における「日産自動車新社屋ギャラリー」の新装工事及び「東京電力大宮ショールーム」の改装工

事等、大型物件を手掛けたため、前連結会計年度比では売上高、営業利益ともに増加いたしました。

しかしながら、公共投資抑制及び企業の設備投資抑制の影響を受け、売上は総じて低調に推移いたし

ました。この結果、恒久展示施設分野の売上高は74億27百万円（前連結会計年度比20.5％増）、営業

利益は６億80百万円（前連結会計年度比344.3％増）となりました。 

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

① 当期の経営成績

商業施設分野

恒久展示施設分野
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短期展示施設分野では、博覧会市場における「横浜開港１５０周年イベント８街区」の会場施工、

展示工事等、大型物件を手掛けたため、前連結会計年度比では売上高、営業利益ともに増加いたしま

した。しかしながら、企業の販促投資抑制の影響を受け、売上は総じて低調に推移いたしました。こ

の結果、短期展示施設分野の売上高は48億14百万円（前連結会計年度比27.6％増）、営業利益は４億

５百万円（前連結会計年度比245.7％増）となりました。 

その他の分野では、一般公共施設市場において「ＣＩＴＩＢＡＮＫ ＡＯビル」の新装工事を手掛

けましたが、大型物件の減少を受け、売上は低調に推移しました。アミューズメント施設市場におい

て「ラウンドワン仙台苦竹店」の新装工事を手掛けましたが、企業の設備投資抑制の影響を受け、売

上は低調に推移しました。この結果、その他の分野の売上高は108億62百万円（前連結会計年度比

28.7％減）、営業利益は５億49百万円（前連結会計年度比61.6％減）となりました。 

今後の見通しにつきましては、円高、物価下落、雇用情勢の悪化などの不安要素が散在しており、

依然として先行き不透明な状況が続いております。 

 当グループを取り巻く環境につきましては、企業の設備投資及び販促投資の減少、並びに個人消費

の低迷による小売業の店舗投資抑制等の影響を受け、受注競争は一段と激しさを増すことが予想さ

れ、非常に厳しい状況が続くものと考えられます。 

 当グループといたしましては、収益力の強化、さらなるコストダウン及び経費削減を徹底し、利益

体質の構築をはかると共に、「チームＴＡＮＳＥＩ」をスローガンに掲げ、営業・制作・デザイン部

門の連携強化をはかり、高品質かつ安心・安全な空間の創造に努めることで、お客様から継続的に高

い信頼をお寄せいただける企業を目指してまいります。 

  

短期展示施設分野

その他の分野

② 次期の見通し
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資産の部の合計額は、前連結会計年度末に比べて、1.2％増加し、270億15百万円となりました。こ

れは、主に現金預金が23億99百万円減少したものの、受取手形・完成工事未収入金等が10億85百万

円、建物及び構築物が11億35百万円、土地が17億56百万円それぞれ増加したことによるものでありま

す。 

負債の部の合計額は、前連結会計年度末に比べて、16.1％増加し、184億26百万円となりました。

これは、主に短期借入金が16億95百万円、長期借入金が16億86百万円それぞれ増加したことによるも

のであります。 

純資産の部の合計額は、前連結会計年度末に比べて、20.7％減少し、85億88百万円となりました。

これは、主に当期純損失の計上により利益剰余金が22億97百万円減少したことによるものでありま

す。  

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、「現金及び現金同等物の減少額」が23億99百万円

となり、当連結会計年度末の残高は、42億21百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、29億54百万円の支出となりました。これは、主に税金等調

整前当期純損失を15億56百万円計上したことに加え、売上債権（受取手形・完成工事未収入金等）が

10億65百万円増加したことによるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、27億81百万円の支出となりました。これは、主に有形固定

資産の取得によるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、33億35百万円の収入となりました。これは、主に長期借入

れによるものであります。 

(2) 財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

（資産の部）

（負債の部）

（純資産の部）

② キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
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    なお、キャッシュ・フロー指標の推移は以下のとおりであります。 

 
自己資本比率：自己資本／総資産  

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産  

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー  

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い  

（注）１ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

２ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出

しております。 

３ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャ

ッシュ・フローを使用しております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フ

ロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  

当社の利益配分の方針は、長期的な観点に立ち資本の充実を勘案しながら、収益の状況に応じた配当

を行うことを基本とし、この方針に基づき配当性向等を考慮し利益の配分を行っております。 

また、内部留保資金につきましては、今後予想される競争の激化や経営環境の変化に耐え得る企業体

質の強化をはかり、新たな成長分野への事業展開を推進するための研究、開発、設備投資及び財務体質

の改善その他の資金需要を賄う原資として活用してまいります。 

なお、当期純損失を計上したこと及び今後の経営環境等を考慮し、当期の期末配当金につきまして

は、誠に遺憾ではありますが、無配とさせていただきたく存じます。次期の配当予想につきましては、

見通しが固まり次第、改めてお知らせいたします。 

  

平成18年
３月期

平成19年
３月期

平成20年
１月期

平成21年 
１月期

平成22年
１月期

自己資本比率 32.8％ 36.3％ 43.0％ 40.5％ 31.8％

時価ベースの自己資本比率 35.9％ 33.7％ 32.2％ 16.9％ 16.3％

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 146.1％ ― 395.8％ 155.6％ ─

インタレスト・カバレッジ・レシオ 72.7 ― 20.2 33.3 ─

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当グループの経営成績及び財政状態等に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のような

ものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて当

グループが判断したものであります。 

① 経済動向 

当グループの事業は、国内経済の動向により影響を受けます。 

例えば、個人消費の低迷により小売業の設備投資が減少した場合、百貨店や専門店等の商業施設分

野の売上は影響を受ける可能性があります。同様に、企業収益の悪化により企業の販促関連投資が減

少した場合、展示会等の短期展示施設分野の売上は影響を受ける可能性があります。 

また、政府及び地方自治体の財政状態の悪化により公共投資が削減された場合、博物館・美術館等

の文化施設を含む恒久展示施設分野の売上は影響を受ける可能性があります。 

② 法的規制 

当グループは、事業活動を営む上で建設業法、建築基準法、宅地建物取引業法、建築士法、独占禁

止法、金融商品取引法等様々な法規制の適用を受けており、その遵守を義務づけられております。 

当グループではこれらの法規制を遵守すべく、内部統制機関として監査室を設置する等コンプライ

アンスを重視した経営を行っておりますが、もしこれらの規制を遵守できなかった場合、当グループ

の事業活動の範囲は制限され機会利益を失う可能性があります。 

③ 設計・施工物件の品質・安全性 

近年建築物の品質・安全性につきましては、一層の配慮が要求されております。 

当グループでは、設計・施工物件の品質向上・安全性確保をはかる目的から、専任の品質・安全管

理部門の設置や社内教育の実施等万全の体制を構築しておりますが、当グループが設計・施工業務を

受託した施設において、欠陥が見つかる可能性を完全に否定することはできません。そのような欠陥

が原因となり事故が発生した場合、当グループに対し損害賠償責任等の補償義務及びその他債務が発

生する可能性があります。 

④ 事故による影響 

当グループは制作業務を行うにあたり、制作現場での事故防止・安全性確保を重要な課題の一つで

あると認識し、現場巡回や定期的な社内教育、イントラネットを通じた情報の共有化等の施策を行っ

ております。 

しかしこのような体制を敷いていたとしても、事故が絶対に発生しないという保証はありません。

仮に当社が施工業務を行っている現場において事故が発生した場合、現場作業員への補償義務や引渡

期日の遅延に伴うコスト増大等の悪影響が生じる可能性があります。 

⑤ 災害による影響 

当グループの制作現場では、社内教育の実施等を通じ安全性を確保できる万全の体制をもって制作

業務に臨んでおります。 

しかし地震等の天災や他所で発生した火災の影響等、不可避的な要因によりその安全性が損なわれ

る可能性は否定できません。 

そのような場合、制作業務の中断又は引渡期日の遅延に伴うコスト増大等の悪影響が生じる可能性

があります。 

(4) 事業等のリスク
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「事業系統図（事業の内容）」については、最近の有価証券報告書（平成21年４月23日提出）における

記載から重要な変更がないため開示を省略しております。 

なお、当社は、平成21年２月17日付で不動産の維持管理及び賃貸事業を目的とする当社全額出資子会社

として合同会社丹青ビルマネジメント（資本金50,000千円）を設立いたしました。 

同社は、平成21年3月17日付で独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構から土地及び建物

（2,880,000千円）を取得しており、その取得にあたり、金融機関から2,016,000千円の借入を行っており

ます。 

  

当グループは人と人、人とモノ、人と情報が行き交う空間を「社会交流空間」ととらえ、空間やメ

ディアを有効活用し、魅力ある「社会交流空間」の創造を通じて豊かな生活の実現に貢献することを

経営理念としています。 

当グループは、ＲＯＥ（自己資本当期純利益率）を経営上重視すべき経営指標と認識しており、現

時点での目標値としてＲＯＥ９％以上を掲げております。 

当グループは、業界のリーディングカンパニーとして様々な課題に積極的に取り組んでまいりま

す。 

① 空間づくりにおける総合品質保証を徹底し、お客様から継続的に高い信頼をお寄せいただける企

業、すなわち「信頼市場Ｎｏ．１」を目指してまいります。そのために、「ものづくり力」「専門

力」「利益創出マネジメント力」の３つの力を強化してまいります。 

ⅰ）空間づくりにおいて、企画・デザインなどの付加価値を一体的に提供できる体制を整備し、

お客様のニーズに適った高い品質の空間を創造するための「ものづくり力」の強化に努めて

まいります。 

ⅱ）市場特性に応じた顧客対応体制を整備するとともに、顧客ニーズを実現するために最適な業

務の運用を追求し、「専門力」の強化に努めてまいります。 

ⅲ）利益管理手法や人事制度の継続的改善に取り組み、利益を確保するために必要な「利益創出

マネジメント力」を強化することで、持続的成長を可能とする経営基盤の構築に努めてまい

ります。 

② 空間づくりにおいて、企画・デザインなどの付加価値を一体的に提供できる体制を整備し、お客

様のニーズに適った空間を創造するための「ものづくり力」の強化に努めてまいります。 

③ 商業施設のプロパティマネジメント事業や海外市場の開拓等、積極的に新たな成長分野への事業

展開を推進してまいります。 

④ 新しい価値を求めて多様化、複合化するお客様のニーズに対し、創造性、効率性を兼ね備えたク

オリティーの高いサービスを提供するため、人材の育成に積極的に注力し、営業力、技術力及びデ

ザイン力の強化・向上に努めてまいります。 

⑤ グループ経営全般にわたる構造改革を推進し、関係会社各社の特長を活かし事業領域を拡大する

ことによって、経営基盤の強化をはかってまいります。 

2. 企業集団の状況

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略及び会社の対処すべき課題
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⑥ 企業の社会的責任の観点から、ＩＳＯ１４００１の実践による環境負荷の低減やユニヴァーサル

デザインへの取組み、プライバシーマーク制度に基づく個人情報保護体制の構築など、適正かつ適

法に事業活動を展開するための体制の整備に取り組んでまいります。 
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4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年１月31日)

当連結会計年度
(平成22年１月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 6,621,296 4,221,569

受取手形・完成工事未収入金等 6,491,772 7,577,578

未成工事支出金等 4,756,403 4,510,149

繰延税金資産 641,387 15,181

その他 421,692 513,249

貸倒引当金 △28,601 △24,563

流動資産合計 18,903,950 16,813,165

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,678,283 2,813,598

機械、運搬具及び工具器具備品 658,559 635,458

土地 2,719,431 4,476,174

減価償却累計額 △1,675,071 △1,794,214

有形固定資産合計 3,381,203 6,131,016

無形固定資産 202,949 209,438

投資その他の資産

投資有価証券 1,522,669 1,569,244

繰延税金資産 33,701 33,953

敷金及び保証金 839,280 749,329

その他 2,140,451 1,767,967

貸倒引当金 △318,564 △259,063

投資その他の資産合計 4,217,539 3,861,431

固定資産合計 7,801,692 10,201,886

資産合計 26,705,643 27,015,051

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 6,385,599 6,393,042

短期借入金 3,700,000 5,395,000

未払法人税等 85,601 118,681

未成工事受入金 1,801,499 1,565,377

賞与引当金 550,337 280,089

完成工事補償引当金 83,310 56,377

工事損失引当金 140,699 276,771

債務保証損失引当金 187,000 －

繰延税金負債 － 10,903

その他 1,467,888 1,553,608

流動負債合計 14,401,937 15,649,851

固定負債

社債 300,000 －

長期借入金 － 1,686,000

退職給付引当金 37,574 43,762

役員退職慰労引当金 137,175 100,829

繰延税金負債 575,931 612,607

その他 420,175 333,024

固定負債合計 1,470,858 2,776,224

負債合計 15,872,795 18,426,075
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年１月31日)

当連結会計年度
(平成22年１月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,026,750 4,026,750

資本剰余金 4,024,840 4,024,840

利益剰余金 2,677,115 379,228

自己株式 △37,760 △39,470

株主資本合計 10,690,946 8,391,349

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 139,715 201,065

為替換算調整勘定 △7,758 △5,751

評価・換算差額等合計 131,957 195,314

少数株主持分 9,944 2,311

純資産合計 10,832,847 8,588,975

負債純資産合計 26,705,643 27,015,051
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(2)【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

売上高 61,154,361 49,763,261

売上原価 52,674,343 42,929,637

売上総利益 8,480,018 6,833,623

販売費及び一般管理費 7,739,611 7,033,368

営業利益又は営業損失（△） 740,406 △199,745

営業外収益

受取利息 16,749 9,249

受取配当金 39,773 33,626

受取家賃 12,439 9,903

保険配当金 35,035 55,631

仕入割引 66,281 40,954

工事解約精算金 25,000 －

その他 40,178 70,520

営業外収益合計 235,458 219,886

営業外費用

支払利息 70,982 78,391

貸倒引当金繰入額 93,150 －

投資事業組合運用損 78,203 －

その他 36,194 15,640

営業外費用合計 278,532 94,032

経常利益又は経常損失（△） 697,333 △73,891

特別利益

貸倒引当金戻入額 12,418 31,279

役員退職慰労引当金戻入額 7,925 13,741

その他 3,501 1,549

特別利益合計 23,845 46,570

特別損失

投資有価証券評価損 530,851 －

債務保証損失引当金繰入額 187,000 －

特別退職金 － 1,273,705

その他 81,237 255,971

特別損失合計 799,088 1,529,677

税金等調整前当期純損失（△） △77,909 △1,556,998

法人税、住民税及び事業税 89,083 103,712

法人税等調整額 1,158,909 648,754

法人税等合計 1,247,993 752,466

少数株主利益又は少数株主損失（△） 1,276 △11,577

当期純損失（△） △1,327,179 △2,297,887
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(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,026,750 4,026,750

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,026,750 4,026,750

資本剰余金

前期末残高 4,025,002 4,024,840

当期変動額

自己株式の処分 △162 －

当期変動額合計 △162 －

当期末残高 4,024,840 4,024,840

利益剰余金

前期末残高 4,215,174 2,677,115

当期変動額

剰余金の配当 △210,369 －

当期純損失（△） △1,327,179 △2,297,887

自己株式の処分 △509 －

当期変動額合計 △1,538,058 △2,297,887

当期末残高 2,677,115 379,228

自己株式

前期末残高 △37,122 △37,760

当期変動額

自己株式の取得 △2,254 △1,709

自己株式の処分 1,616 －

当期変動額合計 △638 △1,709

当期末残高 △37,760 △39,470

株主資本合計

前期末残高 12,229,805 10,690,946

当期変動額

剰余金の配当 △210,369 －

当期純損失（△） △1,327,179 △2,297,887

自己株式の取得 △2,254 △1,709

自己株式の処分 944 －

当期変動額合計 △1,538,859 △2,299,596

当期末残高 10,690,946 8,391,349
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 292,085 139,715

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△152,369 61,349

当期変動額合計 △152,369 61,349

当期末残高 139,715 201,065

為替換算調整勘定

前期末残高 14,536 △7,758

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△22,294 2,006

当期変動額合計 △22,294 2,006

当期末残高 △7,758 △5,751

評価・換算差額等合計

前期末残高 306,622 131,957

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△174,664 63,356

当期変動額合計 △174,664 63,356

当期末残高 131,957 195,314

少数株主持分

前期末残高 8,667 9,944

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,276 △7,632

当期変動額合計 1,276 △7,632

当期末残高 9,944 2,311

純資産合計

前期末残高 12,545,095 10,832,847

当期変動額

剰余金の配当 △210,369 －

当期純損失（△） △1,327,179 △2,297,887

自己株式の取得 △2,254 △1,709

自己株式の処分 944 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △173,387 55,724

当期変動額合計 △1,712,247 △2,243,872

当期末残高 10,832,847 8,588,975
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △77,909 △1,556,998

減価償却費 166,113 239,181

貸倒引当金の増減額（△は減少） 30,936 △63,538

賞与引当金の増減額（△は減少） △111,651 △270,248

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 1,044 △26,932

工事損失引当金の増減額（△は減少） △17,671 136,071

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 187,000 △187,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） △6,784 △30,158

受取利息及び受取配当金 △56,523 △42,875

支払利息 70,982 78,391

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 530,851 －

特別退職金 － 1,273,705

売上債権の増減額（△は増加） 3,003,757 △1,065,455

未成工事支出金等の増減額（△は増加） 364,194 246,254

仕入債務の増減額（△は減少） △1,729,701 7,443

未成工事受入金の増減額（△は減少） △15,624 △236,122

その他 311,380 △331,100

小計 2,650,394 △1,829,384

利息及び配当金の受取額 56,216 44,207

利息の支払額 △77,214 △115,666

法人税等の支払額 △58,181 △93,471

特別退職金の支払額 － △959,713

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,571,215 △2,954,028

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △32,029 △6,349

有価証券及び投資有価証券の売却による収入 554 17,809

有形固定資産の取得による支出 △134,876 △2,806,168

有形固定資産の売却による収入 39,179 3,847

無形固定資産の取得による支出 △64,377 △58,835

敷金及び保証金の差入による支出 △115,364 △92,491

敷金及び保証金の回収による収入 41,723 148,505

関係会社持分の売却による収入 20,000 －

少数株主からの株式取得による支出 － △7,800

その他 △316,112 19,658

投資活動によるキャッシュ・フロー △561,303 △2,781,824

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 1,500,000

長期借入れによる収入 － 2,016,000

長期借入金の返済による支出 － △135,000

自己株式の取得による支出 △1,310 －

配当金の支払額 △208,666 －

その他 － △45,661

財務活動によるキャッシュ・フロー △209,977 3,335,338

現金及び現金同等物に係る換算差額 △25,194 787

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,774,739 △2,399,727

現金及び現金同等物の期首残高 4,846,557 6,621,296

現金及び現金同等物の期末残高 6,621,296 4,221,569
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該当事項はありません。 

   

   

 
なお、上記に記載した連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項以外は、最近の有価証券報告書

（平成21年４月23日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省略しております。 

(5)【継続企業の前提に関する注記】

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
(自  平成20年２月１日
至  平成21年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

１  連結の範囲に関する事項

全ての子会社11社を連結しております。

子会社名は次のとおりであります。㈱丹青ＴＤ

Ｃ、㈱丹青ディスプレイ、㈱丹青アセットマネジメ

ント、㈱丹青モールマネジメント、㈱丹青研究所、

㈱ＴｍＧ、㈱丹青ビジネス、㈱丹青ヒューマネッ

ト、㈱ティーアンドティー、丹青創藝設計咨詢(上

海)有限公司、北京丹青嘉輝建築装飾有限公司。 

なお、連結子会社であった㈱丹青インテグレイテ

ッドデザインスタジオは、平成20年２月１日付で当

社により吸収合併されました。

また、㈱ＴｍＧは、平成21年１月８日付で㈱ゲー

ムより商号を変更いたしました。

１  連結の範囲に関する事項

全ての子会社11社を連結しております。

子会社名は次のとおりであります。㈱丹青ＴＤ

Ｃ、㈱丹青ディスプレイ、㈱丹青モールマネジメン

ト、㈱丹青研究所、㈱ＴｍＧ、㈱丹青ビジネス、㈱

丹青ヒューマネット、㈱ティーアンドティー、合同

会社丹青ビルマネジメント、丹青創藝設計咨詢(上

海)有限公司、北京丹青嘉輝建築装飾有限公司。 

このうち、合同会社丹青ビルマネジメントについ

ては、平成21年２月17日付で設立したことにより連

結子会社に含めることといたしました。

なお、連結子会社であった㈱丹青アセットマネジ

メントは、平成21年11月１日付で㈱丹青モールマネ

ジメントにより吸収合併されました。

２  会計処理基準に関する事項 ２  会計処理基準に関する事項

  重要な減価償却資産の減価償却の方法   重要な減価償却資産の減価償却の方法

 

有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除く)については、定額法に

よっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。

  建物・構築物 15～50年

  機械・運搬具・工具器具備品 ３～15年

有形固定資産

リース資産以外の有形固定資産

同左

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。

なお、リース資産は全て所有権移転外ファ

イナンス・リース取引に係るものでありま

す。
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(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

【会計方針の変更】

前連結会計年度
(自  平成20年２月１日
至  平成21年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

─────── (リース取引に関する会計基準等)

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業

会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第

一部会）、平成19年３月30日改正）)及び「リース取引

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会  会計

制度委員会）、平成19年３月30日改正）)を当連結会計

年度から適用したことにより、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

なお、リース取引開始日が平成21年１月31日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採

用しております。

この変更による損益及びセグメント情報に与える影響

はありません。

㈱丹青社(9743)　平成22年１月期決算短信

－ 17 －



【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

(連結貸借対照表)

───────

(連結貸借対照表)

  前連結会計年度末において流動負債「その他」に含め

ておりました「繰延税金負債」は、当連結会計年度末に

おいては区分掲記しております。なお、前連結会計年度

末の流動負債「その他」に含まれている「繰延税金負

債」は、68千円であります。

───────   前連結会計年度末の固定負債において区分掲記してお

りました「社債」（当連結会計年度末300,000千円）に

ついては、当連結会計年度末において償還期限までの期

間が１年内となり、また、負債及び純資産の合計額の

100分の５以下であるため、流動負債「その他」に含め

て表示しております。

(連結損益計算書) 

 前連結会計年度において営業外費用「その他」に含め

ておりました「投資事業組合運用損」は、営業外費用の

総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度におい

ては区分掲記しております。なお、前連結会計年度の営

業外費用「その他」に含まれている「投資事業組合運用

損」は、3,256千円であります。 

 

(連結損益計算書)

───────

 前連結会計年度において区分掲記しておりました「投

資有価証券売却益」（当連結会計年度2,006千円）につ

いては、特別利益の100分の10以下であるため、当連結

会計年度においては特別利益「その他」に含めて表示し

ております。

───────

 前連結会計年度において区分掲記しておりました「固

定資産売却益」（当連結会計年度1,494千円）について

は、特別利益の100分の10以下であるため、当連結会計

年度においては特別利益「その他」に含めて表示してお

ります。

───────

───────  前連結会計年度において区分掲記しておりました「投

資有価証券評価損」（当連結会計年度30,614千円）につ

いては、特別損失の100分の10以下であるため、当連結

会計年度においては特別損失「その他」に含めて表示し

ております。
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前連結会計年度
(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

 前連結会計年度において区分掲記しておりました「有

価証券・投資有価証券売却損・益(△)」（当連結会計年

度1,065千円）については、金額が僅少となったため、

当連結会計年度においては営業活動によるキャッシュ・

フロー「その他」に含めて表示しております。

(連結キャッシュ・フロー計算書)

───────

───────  前連結会計年度において区分掲記しておりました「有

価証券及び投資有価証券評価損益(△は益)」（当連結会

計年度30,614千円）については、金額が僅少となったた

め、当連結会計年度においては営業活動によるキャッシ

ュ・フロー「その他」に含めて表示しております。

 前連結会計年度において区分掲記しておりました「固

定資産売却益」（当連結会計年度△1,494千円） につい

ては、金額が僅少となったため、当連結会計年度におい

ては営業活動によるキャッシュ・フロー「その他」に含

めて表示しております。

───────

 前連結会計年度において区分掲記しておりました「固

定資産売却・除却損」（当連結会計年度48,109千円）に

ついては、金額が僅少となったため、当連結会計年度に

おいては営業活動によるキャッシュ・フロー「その他」

に含めて表示しております。

───────

───────  前連結会計年度において他に一括して「その他」とし

て掲記すべきものがないため区分掲記しておりました

「自己株式の取得による支出」（当連結会計年度△

1,709千円）については、当連結会計年度においては財

務活動によるキャッシュ・フロー「その他」に含めて表

示しております。

───────  前連結会計年度において区分掲記しておりました「配

当金の支払額」（当連結会計年度△218千円）について

は、金額が僅少となったため、当連結会計年度において

は財務活動によるキャッシュ・フロー「その他」に含め

て表示しております。
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(注) １  事業区分は内部管理上採用している市場区分によっております。 

２  各分野の主な工事 

(1)  商業施設分野      ………  百貨店、各種専門店、飲食店等の内装 

(2)  恒久展示施設分野  ………  博物館、各種ショールーム等の展示 

(3)  短期展示施設分野  ………  博覧会、展示会等の展示 

(4)  その他の分野      ………  オフィス、ホテル、その他の施設等の内装等 

(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(セグメント情報)

１  事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度
(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

商業施設 
分野 
(千円)

恒久展示
施設分野 
(千円)

短期展示
施設分野 
(千円)

その他の
分野 
(千円)

計

(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結

(千円)

Ⅰ  売上高及び営業損益

    売上高

  (1) 外部顧客に対 

    する売上高
35,988,740 6,164,913 3,772,644 15,228,062 61,154,361 － 61,154,361

  (2) セグメント間の 

    内部売上高又は 

    振替高

－ － － 1,881,341 1,881,341 (1,881,341) －

計 35,988,740 6,164,913 3,772,644 17,109,403 63,035,702 (1,881,341) 61,154,361

    営業費用 33,288,684 6,011,785 3,655,239 15,678,813 58,634,522 1,779,432 60,413,955

    営業利益 2,700,056 153,128 117,405 1,430,590 4,401,180 (3,660,773) 740,406

Ⅱ  資産、減価償却費 

及び資本的支出

    資産 5,602,716 4,009,433 2,118,480 3,403,369 15,133,999 11,571,643 26,705,643

    減価償却費 92,979 14,564 9,705 31,973 149,222 16,890 166,113

    資本的支出 127,035 11,870 7,258 26,811 172,976 18,724 191,700

当連結会計年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

商業施設 
分野 
(千円)

恒久展示
施設分野 
(千円)

短期展示
施設分野 
(千円)

その他の
分野 
(千円)

計

(千円)

消去 
又は全社 
(千円)

連結

(千円)

Ⅰ  売上高及び営業損益

    売上高

  (1) 外部顧客に対 

    する売上高
26,658,869 7,427,633 4,814,715 10,862,043 49,763,261 ─ 49,763,261

  (2) セグメント間の 

    内部売上高又は 

    振替高

─ ─ ─ 1,560,172 1,560,172 ( 1,560,172) ─

計 26,658,869 7,427,633 4,814,715 12,422,216 51,323,433 ( 1,560,172) 49,763,261

    営業費用 25,234,632 6,747,209 4,408,859 11,872,242 48,262,944 1,700,062 49,963,006

    営業利益又は 

    営業損失(△)
1,424,236 680,424 405,855 549,973 3,060,489 (3,260,235) △199,745

Ⅱ  資産、減価償却費 

及び資本的支出

    資産 6,255,242 4,624,791 1,520,408 6,393,044 18,793,487 8,221,563 27,015,051

    減価償却費 76,105 14,185 10,931 110,991 212,214 26,967 239,181

    資本的支出 80,885 13,622 14,366 2,688,921 2,797,795 63,774 2,861,570
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３  営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前連結会計年度3,660,773千円、

当連結会計年度3,260,235千円であります。その主なものは、提出会社及び子会社の総務部門等の管理部門に

係る費用であります。 

４  資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度11,571,643千円、当連結会計年

度8,221,563千円であります。その主なものは、提出会社での余資運用資金(現金預金)、長期投資資金(投資有

価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

   

前連結会計年度及び当連結会計年度における日本国内の売上高が、それぞれ全セグメントの売上高
の合計の90％超であるため、連結財務諸表規則様式第二号(記載上の注意11)に基づき、所在地別セグ
メント情報の記載を省略しております。 

   

前連結会計年度及び当連結会計年度における海外売上高が、それぞれ連結売上高の10％未満のた
め、連結財務諸表規則様式第三号(記載上の注意５)に基づき、海外売上高の記載を省略しておりま
す。 

   

２  所在地別セグメント情報

３  海外売上高
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自  平成20年２月１日
至  平成21年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

１株当たり純資産額 437.37円 １株当たり純資産額 347.11円

１株当たり当期純損失金額(△) △53.63円 １株当たり当期純損失金額(△) △92.88円

  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、１株当たり当期純損失であるため、記載しておりま
せん。 
 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、１株当たり当期純損失であるため、また、潜在株式
が存在しないため記載しておりません。 
 

 

 

(注)  算定上の基礎

１  １株当たり純資産額

純資産の部の合計額 10,832,847千円

純資産の部の合計額から控除す
る金額

9,944

(うち少数株主持分) (9,944)

普通株式に係る期末の純資産額 10,822,903

１株当たり純資産額の算定に用
いられた期末の普通株式の数

24,745,217株

２  １株当たり当期純損失金額

連結損益計算書上の 
当期純損失(△)

△1,327,179千円

普通株主に帰属しない金額 ─

普通株式に係る当期純損失(△) △1,327,179

普通株式の期中平均株式数 24,747,181株

  
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の
概要

平成16年６月29日定時株主総会決議新株予約権

(ストックオプション)

普通株式 859,000株

 

 

(注)  算定上の基礎

１  １株当たり純資産額

純資産の部の合計額 8,588,975千円

純資産の部の合計額から控除す
る金額

2,311

(うち少数株主持分) (2,311)

普通株式に係る期末の純資産額 8,586,663

１株当たり純資産額の算定に用
いられた期末の普通株式の数

24,737,452株

２ １株当たり当期純損失金額

連結損益計算書上の
当期純損失(△)

△2,297,887千円

普通株主に帰属しない金額 ─

普通株式に係る当期純損失(△) △2,297,887

普通株式の期中平均株式数 24,740,329株

  
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の
概要

───────
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(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自  平成20年２月１日
至  平成21年１月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

───────

 

(資金の借入及び担保提供)

当社は、平成22年３月19日付で長期借入を行い、その

借入に際して下記のとおり保有不動産を担保提供してお

ります。

１  理由

資金の安定調達及び借入金利上昇リスクヘッジ

のため

２  借入先

㈱三井住友銀行

㈱みずほ銀行

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行

３  借入金額

2,100,000千円

４  借入期間

   ５年間

５  担保提供資産

建物及び構築物 284,660千円

土地 2,637,244千円

合計 2,921,904千円

(固定資産の取得)

  当グループは、平成21年３月17日付で独立行政法人年

金・健康保険福祉施設整理機構から土地及び建物

(2,880,000千円)を取得いたしました。 

  この取得にあたり、当グループは、金融機関から

2,016,000千円の借入を行っております。

───────

  

 

(早期退職者の募集)

当社は、平成21年１月30日開催の取締役会において

導入を決議した早期退職優遇制度について、平成21年

３月９日から早期退職者の募集を開始いたしました。

１  早期退職者募集の理由

将来的な人件費の負担増を回避し、組織のスリム

化や若手社員の活用を進め、会社の長期安定的な収

益構造の構築につなげること、及び社員が定年を待

たずに次の就労ステージに円滑に移行できるよう支

援することを目的として、早期退職優遇制度を導入

いたしました。

２  今回の募集の概要

募集対象者     45歳以上の従業員

募集人数 50人（次回以降の募集について

は、毎回５人程度の見込)

募集期間 平成21年３月９日から平成21年３

月23日まで

退職日 平成21年４月30日

優遇処置 所定の退職金に給与特別加算金及

び割増退職金を上乗せ支給する。

さらに、希望者に対しては、専門

会社による再就職支援を行う。

３  損益に与える影響

応募者が募集人数に達した場合、給与特別加算金

等の総額５億円程度を特別損失に計上する見込です

が、概ね同額程度の人件費抑制効果を見込んでおり

ます。

───────
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◇リース取引  

◇税効果会計 

◇有価証券 

◇デリバティブ取引  

◇退職給付 

◇ストック・オプション等  

また、下記の注記事項については、該当事項がないため記載しておりません。  

◇関連当事者との取引 

◇企業結合等  

◇開示対象特別目的会社関係  

   

(開示の省略)

  下記の注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示

を省略しております。

◇連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書に関する注記事項
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5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年１月31日)

当事業年度
(平成22年１月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 5,016,469 3,228,373

受取手形 747,665 280,342

完成工事未収入金 4,920,526 6,408,597

有価証券 9,521 －

商品 4,489 －

未成工事支出金 4,328,965 4,175,166

材料貯蔵品 5,198 2,243

短期貸付金 3,718,000 2,457,000

前払費用 183,641 183,836

繰延税金資産 540,107 －

その他 127,921 175,794

貸倒引当金 △33,948 △26,591

流動資産合計 19,568,557 16,884,764

固定資産

有形固定資産

建物 1,653,259 1,642,084

減価償却累計額 △1,236,145 △1,261,082

建物（純額） 417,113 381,002

構築物 7,366 7,366

減価償却累計額 △6,127 △6,301

構築物（純額） 1,238 1,064

工具、器具及び備品 393,277 411,540

減価償却累計額 △301,228 △322,011

工具、器具及び備品（純額） 92,048 89,529

土地 2,718,944 2,718,944

有形固定資産合計 3,229,345 3,190,541

無形固定資産

借地権 5,700 5,700

ソフトウエア 144,240 160,351

電話加入権 23,236 23,236

その他 277 157

無形固定資産合計 173,454 189,445

投資その他の資産

投資有価証券 1,522,185 1,568,778

関係会社株式 1,140,962 870,286

関係会社出資金 125,046 175,046

長期貸付金 － 900,000

破産更生債権等 189,932 169,581

長期前払費用 17,117 15,229

前払年金費用 1,166,119 1,165,083

敷金及び保証金 652,513 562,127

長期立替金 288,000 －

その他 373,034 297,663
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年１月31日)

当事業年度
(平成22年１月31日)

貸倒引当金 △318,316 △258,956

投資損失引当金 △15,000 △14,000

投資その他の資産合計 5,141,595 5,450,840

固定資産合計 8,544,396 8,830,827

資産合計 28,112,953 25,715,591

負債の部

流動負債

支払手形 2,150,116 1,563,150

工事未払金 1,801,114 2,567,525

短期借入金 3,700,000 5,200,000

1年内償還予定の社債 － 300,000

リース債務 － 4,911

未払金 42,489 142,859

未払費用 412,388 585,519

未払法人税等 50,918 41,624

未払消費税等 300,915 125,144

未成工事受入金 1,531,204 1,371,877

預り金 563,072 593,615

賞与引当金 469,313 217,650

完成工事補償引当金 82,684 53,939

工事損失引当金 135,323 276,771

債務保証損失引当金 187,000 －

ファクタリング未払金 5,095,390 3,966,000

その他 167,327 －

流動負債合計 16,689,258 17,010,588

固定負債

社債 300,000 －

リース債務 － 14,544

繰延税金負債 554,493 580,875

関係会社事業損失引当金 － 31,000

その他 289,437 215,120

固定負債合計 1,143,931 841,541

負債合計 17,833,189 17,852,129
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年１月31日)

当事業年度
(平成22年１月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,026,750 4,026,750

資本剰余金

資本準備金 4,024,840 4,024,840

資本剰余金合計 4,024,840 4,024,840

利益剰余金

利益準備金 302,866 302,866

その他利益剰余金

別途積立金 2,800,000 2,800,000

繰越利益剰余金 △976,548 △3,452,501

利益剰余金合計 2,126,317 △349,635

自己株式 △37,760 △39,470

株主資本合計 10,140,148 7,662,485

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 139,615 200,975

評価・換算差額等合計 139,615 200,975

純資産合計 10,279,763 7,863,461

負債純資産合計 28,112,953 25,715,591
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(2)【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当事業年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

売上高

完成工事高 45,165,649 36,165,704

設計収入等売上高 7,873,963 5,986,832

売上高合計 53,039,613 42,152,536

売上原価

完成工事原価 39,655,752 31,716,431

設計収入等売上原価 6,359,746 5,165,778

売上原価合計 46,015,499 36,882,209

売上総利益

完成工事総利益 5,509,896 4,449,272

設計収入等総利益 1,514,217 821,054

売上総利益合計 7,024,114 5,270,327

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 42,112 25,138

貸倒引当金繰入額 3,702 22,329

役員報酬 215,798 141,344

従業員給料手当 2,904,558 2,671,550

賞与引当金繰入額 247,548 127,726

退職給付費用 112,383 223,128

確定拠出年金掛金 30,632 30,681

法定福利費 435,002 386,544

福利厚生費 111,304 115,198

旅費及び交通費 305,725 264,984

通信費 76,933 73,184

教育研修費 50,294 20,745

調査研究費 16,170 11,648

租税公課 123,892 106,990

諸会費 14,816 13,844

図書費 10,297 6,416

修繕費 39,849 20,883

保険料 11,856 12,635

水道光熱費 27,551 26,353

交際費 112,429 99,320

消耗品費 131,781 113,487

備品費 13,149 3,853

支払手数料 504,288 440,185

業務委託費 417,069 326,455

賃借料 275,586 261,930

減価償却費 56,889 49,904

雑費 184,906 118,080

販売費及び一般管理費合計 6,476,531 5,714,547

営業利益又は営業損失（△） 547,582 △444,220
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当事業年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

営業外収益

受取利息 67,577 57,704

受取配当金 54,741 44,420

受取家賃 61,232 52,053

保険配当金 34,653 54,690

その他 76,941 56,719

営業外収益合計 295,145 265,589

営業外費用

支払利息 75,169 81,287

貸倒引当金繰入額 90,781 －

投資事業組合運用損 78,203 －

その他 22,406 12,903

営業外費用合計 266,561 94,191

経常利益又は経常損失（△） 576,166 △272,822

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 27,660

抱合せ株式消滅差益 139,117 －

投資損失引当金戻入額 27,000 －

その他 6,393 1,084

特別利益合計 172,511 28,745

特別損失

固定資産除却損 45,922 22,552

投資有価証券評価損 530,851 30,614

特別退職金 － 1,246,552

関係会社株式評価損 110,237 263,475

債務保証損失引当金繰入額 187,000 －

その他 35,761 108,139

特別損失合計 909,773 1,671,334

税引前当期純損失（△） △161,096 △1,915,412

法人税、住民税及び事業税 20,893 18,770

法人税等調整額 1,134,259 541,770

法人税等合計 1,155,153 560,541

当期純損失（△） △1,316,249 △2,475,953
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(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当事業年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,026,750 4,026,750

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,026,750 4,026,750

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 4,024,840 4,024,840

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,024,840 4,024,840

その他資本剰余金

前期末残高 162 －

当期変動額

自己株式の処分 △162 －

当期変動額合計 △162 －

当期末残高 － －

資本剰余金合計

前期末残高 4,025,002 4,024,840

当期変動額

自己株式の処分 △162 －

当期変動額合計 △162 －

当期末残高 4,024,840 4,024,840

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 302,866 302,866

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 302,866 302,866

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 3,300,000 2,800,000

当期変動額

別途積立金の取崩 △500,000 －

当期変動額合計 △500,000 －

当期末残高 2,800,000 2,800,000

繰越利益剰余金

前期末残高 50,579 △976,548

当期変動額

剰余金の配当 △210,369 －

別途積立金の取崩 500,000 －

当期純損失（△） △1,316,249 △2,475,953

自己株式の処分 △509 －

当期変動額合計 △1,027,127 △2,475,953

当期末残高 △976,548 △3,452,501
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当事業年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 3,653,445 2,126,317

当期変動額

剰余金の配当 △210,369 －

当期純損失（△） △1,316,249 △2,475,953

自己株式の処分 △509 －

当期変動額合計 △1,527,127 △2,475,953

当期末残高 2,126,317 △349,635

自己株式

前期末残高 △37,122 △37,760

当期変動額

自己株式の取得 △2,254 △1,709

自己株式の処分 1,616 －

当期変動額合計 △638 △1,709

当期末残高 △37,760 △39,470

株主資本合計

前期末残高 11,668,076 10,140,148

当期変動額

剰余金の配当 △210,369 －

当期純損失（△） △1,316,249 △2,475,953

自己株式の取得 △2,254 △1,709

自己株式の処分 944 －

当期変動額合計 △1,527,928 △2,477,662

当期末残高 10,140,148 7,662,485

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 291,796 139,615

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △152,181 61,360

当期変動額合計 △152,181 61,360

当期末残高 139,615 200,975

評価・換算差額等合計

前期末残高 291,796 139,615

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △152,181 61,360

当期変動額合計 △152,181 61,360

当期末残高 139,615 200,975
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該当事項はありません。 

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年２月１日
至 平成21年１月31日)

当事業年度
(自 平成21年２月１日
至 平成22年１月31日)

純資産合計

前期末残高 11,959,873 10,279,763

当期変動額

剰余金の配当 △210,369 －

当期純損失（△） △1,316,249 △2,475,953

自己株式の取得 △2,254 △1,709

自己株式の処分 944 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △152,181 61,360

当期変動額合計 △1,680,109 △2,416,301

当期末残高 10,279,763 7,863,461

(4)【継続企業の前提に関する注記】
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（1）代表取締役の異動 

   該当事項はありません。 

   

（2）その他の役員の異動（平成22年４月22日付予定） 

   ①  新任取締役候補者 

 
   

   ②  新任執行役員候補者 

 
   

   ③  退任予定取締役 

 
   

   

   

6.  その他

  役員の異動

取締役執行役員 鈴木清明 （現 執行役員経営管理センター長）

取締役執行役員 高橋貴志
（現 執行役員商空間事業部プロダクト統
括部長）

取締役執行役員 森  俊憲 （現 執行役員文化空間事業部長）

取締役執行役員 橋本俊朗
（現 執行役員ストアエンジニアリング事
業部長）

執行役員商空間事業部 
第２開発統括部長

徳増照彦 （現 商空間事業部第２開発統括部長）

執行役員経営管理センター
経営管理統括部長

河原秀司
（現 経営管理センター経営管理統括部
長）

取締役常務執行役員 鈴木義隆 （顧問  就任予定）

取締役常務執行役員 北原  聰
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